
     

■調査概要              

［調査目的］ 

・ものづくり企業における経営課題の変化の把握  

・デジタルツールの活用状況や課題などの実態把握 

［調査期間］2024 年 3月 8 日～2024 年 3月 20 日 ［回答方法］Web 回答（フォーム） 

［調査対象］岡崎商工会議所 機械金属部会、工業部会 

［依頼数］  ［回答数］    ［回答率］     

 １６１社  ７３社（n=73)   ４５．３％ 

 

■調査結果の概要（回答数７３社） 

 ・自社の強み：  多品種少量生産」と回答した企業が６割 

→ 競争力の源泉：顧客ニーズへの対応力や環境変化への対応力を挙げた企業が約６割 

フレキシブルな生産対応や低コスト生産を挙げた企業が約５割 

・自社の弱み：  人材育成、人材確保」と回答した企業が５割弱。 

・直近３年間の企業行動：  格転嫁」」と 賃上げ」が６割に止まる。 

＜グラフ１＞    → 現在の経済労働環境を色濃く反映していると推測できる。 

 ・販路開拓の課題について： 販路開拓する人材不足」が 4割 

    ＜グラフ２＞     →人材に頼らない営業活動も検討すべき 

・デジタル化の進捗：  まあ取り組んでいる」が５割超 

→ 受注管理」 在庫管理」の分野でデジタル化が進んでいる。 

・デジタル化導入にあたっての課題：  社 がデジタルを使いこなせない」と デジタル化の旗振り 

＜グラフ３＞        役を務める人材がいない」の 2つを合わせると 7割弱。 

 ・省エネとカーボンニュートラル： 既に実施している」が 5割以上ある一方で、 取り組む必要 

    ＜グラフ４＞       性はあるが実施していない」が 3割弱となっている。 

 ・リスク認識とＢＣＰの策定状況： 策定済み」が 3.5 割ある一方で、 分からない」が 2割ある。 

    ＜グラフ５＞       ＢＣＰに対する関心が 2極化している。 

 ・パートナーシップについて： 分からない」が 7割弱にのぼっており、認知度の低さが伺える。 

    ＜グラフ６＞ 

 ・雇用について ：人手不足を感じている場合の対策として 採用の強化」が５割弱、 定着の取り 

    ＜グラフ７＞組み」が４割弱である一方、 ＩＴ活用で業務の効率化を図り、既存人 の生産 

性の向上を図っている」という取り組みを実施している企業もあると伺える。 

 ・中長期の事業見通し：  事業規模の拡大」と回答した企業が８割 

→ 但し、人材の獲得が大きな課題となっている。 

今後３年間の主な取り組み：７割弱の企業が 人材確保・人材育成」 

・販路開拓・新製品・新技術開発の課題も、４割の企業が 人材の不足」 

・異業種連携、産学官連携、オープンイノベーションの連携希望先：  中企企業」 大学」 大企業」 

・注目している領域：  世代自自動」」が約４割、 ＡＩ・ＩｏＴ」が２割という結果になった。 

自社の強みは「多品種少量生産」が６割 

自社の弱みは「人材確保、人材育成」が５割弱 

中長期事業見通しは「事業規模の拡大」が 

８割を超える結果となった。 



 

 

 

 

 

 

利益確保のため価格転嫁に

取り組むとともに、従業員

のモチベ―ションを高める

ため国策でもある賃上げ対

応を実施している。 

グラフ１ 

グラフ２ 

グラフ３ 



 

 
 

 

省エネ対策は、経費削減に

つながるとともに、企業の

イメージを高める効果も期

待できる。 

※パートナーシップ構築宣言とは 

  

サプライチェーンの取引先や価値創造

を図る事業者との連携・共存共栄を進

めることで、新たなパートナーシップ

を構築 することを、企業が発注者立場

及び代表者の名前で宣言する取組 

グラフ４ 

グラフ５ 

グラフ６ 



 

 
 

 

 

◆パートナーシップ構築宣言の認知度の低さや国策である賃上げへの対応など、ビジネス環境の変化

に対応しながら、適正な利益を上げるための取り組みとして以下の対応策が考えられる。 

①効率化と生産性の向上:プロセスや業務の見直しを行い、無駄を削減することでコストを抑える。 

②労働力の最適活用:パートナーシップ構築宣言を通じて、従業 の生産性を高める。 

③格転戦略の見直し:売り上げ単格を確保するための原格管理を徹底し、格転交渉力を高める。 

④持続可能性の考慮:省エネ対策やカーボンニュートラルなど環境への配慮や社会的責任の実践を通

じて、企業格値を高める。 

◆人手不足が課題となっている結果を受け、製造業に従事する人材を増やすだけでなく、生産性の向

上を図る取り組みを検討する必要がある。その取り組みとして下記の対応策が検討される。 

①自動化とロボット化: 生産ラインや作業プロセスの自動化を進めることで、人手不足を補い生産性

を向上させる。 

②IoT（モノのインターネット）の活用: センサーやデバイスを使用して、製造プロセスや設備のモ

ニタリングを行い、リアルタイムのデータ収集と分析によって、生産ラインのトラブルや効率の低

下を早期に検知し、迅速に対処する。 

③改善活動の推進:従業 が日常的な業務で直面する問題や改善のポイントを積極的に提案し、それ

を実行することで、生産性を高める。 

④トレーニングと教育の強化: 従業 のスキルや知識を向上させ技術やプロセスの変化に柔軟に対応

できるよう、定期的なトレーニングや教育プログラムを提供する。 

⑤在庫管理の最適化: 在庫の適切な管理と最適化により過剰在庫や不良品の発生を減らし、生産プロ

セスのスムーズさを確保することで、無駄な時間やリソースの浪費を防ぎ、効率を高める。 

 

●以上の調査結果を受け、本所においては、令和６年度事業計画・基本方針・骨子のとおり、 中企企業

の変革促進」を推進するため、具体的に“自己変革による 稼ぐ力」の向上”“取引格転の適正化普及

（パートナーシップ構築宣言の実行）”“ＤＸ推進による生産性向上”“脱炭素やＧＸへの取り組みに

よる企業格値の向上”“ＢＣＰ策定、サイバーセキュリティ対策”に取り組む。 

グラフ７ 

調査結果の考察 


